
 

オープンカウンター方式による見積合わせの実施について 

 

　令和８年８月２７日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近畿中部防衛局長　五味　賢至 

　　　 

１　調達番号 

　　近防第Ｒ８－２０号 

 

２　見積合わせ実施日 

　　令和８年９月１０日 

 

３　件名 

近畿中部防衛局尼崎宿舎建築物点検業務 

 

４　調達内容 

　　品名等：別添仕様書のとおり 

 

５　履行期限 

　　令和９年２月２６日まで 

 

６　参加資格 

　（１）見積書の提出者は、以下アからエのいずれかの条件を満たす者でなければな

　　　らない。 

なお、条件を満たす者であっても、本契約の「支出負担行為担当官近畿中部

防衛局長」との間で締結した契約において、過去１年間に正当な理由なく、契

約を履行しなかった者は見積提出者として認めない。 

　　ア　令和７・８・９年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供

　　　等」において「Ｃ又はＤ」等級の格付けを受け、「近畿」地域の競争参加資格

　　　を有する者であること。　 

　　イ　中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第５６条第１項に規定　

　　　する「事業継続力強化計画」又は同法第５８条第１項に規定する「連携事業継

　　　続力強化計画」の認定を受けた中小企業者（官公需についての中小企業者の受

　　　注の確保に関する法律（昭和４１年法律第９７号）第２条第１項に規定する中

　　　小企業者をいう。以下同じ。） 

　　ウ　ア又はイに該当しない中小企業者であって、同一の相手方（公的機関、民間

　　　企業のいずれかを問わない）に対し、直近１年間で１か月以上にわたり、常時

　　　継続的に物品を納入し、又は役務等を提供している実績が確認できる事業者。 

エ　見積の提出日までの１年間において、本契約の「支出負担行為担当官近畿中

部防衛局長」との間で契約を締結した実績がある事業者（防衛省競争参加資格

（全省庁統一資格）において、Ａ又はＢ等級に格付けされている者を除く。） 

　（２）その他については「近畿中部防衛局オープンカウンター方式実施要領」を参 

　　　照すること。 

 



 

７　見積書提出期限 

　　「第６－（１）各号に掲げる参加資格が確認できる資料」の写しを添付し、令和

　８年９月１０日（木）午後３時までに、持参、郵送若しくは託送又は電子メールに

　より提出（必着）すること。 

 

８　見積書提出先 

　　〒５４０－０００８ 

　　大阪府大阪市中央区大手前４丁目１番６７号　大阪合同庁舎第２号館 

　　近畿中部防衛局総務部会計課 

　　電話番号 : ０６－６９４５－４９７１　ＦＡＸ　０６－６９４５－７６８１ 

　　メール：kai_uketsuke-kc@ext.kinchu.rdb.mod.go.jp 

 

９　注意事項 

　(1) 「近畿中部防衛局オープンカウンター方式実施要領」を熟読のこと。 

　(2) 見積書の宛先を「支出負担行為担当官　近畿中部防衛局長」とし、代表者名を

　　記載すること。代表者印の押印を省略する場合は見積書に「担当者名及び電話番

　　号」の記載をすること。また、別紙「暴力団排除に関する誓約事項」を熟読の上、

　　見積書の提出をもって誓約したものとし、見積書には「暴力団排除に関する誓約事項

　　の条項を承認のうえ見積します。」と記載すること。 

  　 







仕 様 書

１ 件 名 近畿中部防衛局宿舎建築物点検等業務

２ 履行場所等 別紙及び別図１～６のとおり

３ 履行期間 契約締結の翌日から令和９年２月２６日（金）まで

ただし、消防点検（機器点検）の前期分については

令和８年９月３０日（水）まで

（実施時間帯）

平日（月曜日から金曜日）０９００～１７００

なお、実施日については、発注者と協議すること。

４ 履行内容

（１）建築物点検

ア 建築基準法第１２条第２項に基づく点検（敷地・構造）

イ 建築基準法第１２条第４項に基づく点検（建築設備）

ウ 建築基準法第１２条第４項に基づく点検（防火設備）

（２）消防点検

消防法第１７条及び昭和５０年消防庁告示第１４号に定められた防火

対象物の消防用設備等の点検の基準に基づき機器点検を年２回（前期１

回、後期１回）及び総合点検を年１回（機器点検の後期に併せて）実施

するものとする。

（３）点検結果の報告

ア 共通事項

業務完了届（２部）とともに作業日時、作業内容が分かるように明

示のうえ点検等の前中後の写真を２部提出すること。（書式任意）

イ 建築物点検

点検結果報告書（２部）提出（書式任意）

建築基準法施行規則に基づく国土交通省告示第２８２号、第２８

５号及び第７２３号の定期調査項目の点検結果が確認できる内容とす

る。

また、点検等の結果、修繕等を要する箇所を発見した場合、点検結

果報告書にその旨を記載し、要修繕箇所の写真を添付するものとする。



ウ 消防点検

点検結果報告書（前期、後期それぞれ２部）提出（消防庁告示９号

及びに第１４号に規定する様式）

また、点検等の結果、修繕を要する箇所を発見した場合、点検結果

報告書にその旨を記載し、要修繕箇所の写真を添付するものとする。

５ 資格

本業務を実施する者は、履行内容に必要な資格等を保有している下記の

者とする。

（１）１級建築士若しくは２級建築士、特定建築物調査員資格者証の交付を受

けている者（上記４（１）ア）

（２）１級建築士若しくは２級建築士、建築設備検査員資格者証の交付を受け

ている者（上記４（１）イ）

（３）１級建築士若しくは２級建築士、防火設備検査員資格者証の交付を受け

ている者（上記４（１）ウ）

（４）消防設備士免状又は消防設備点検資格者免状の交付を受けている者（上

記４（２））

６ 一般事項

（１）受注者は、実施体制、実施工程、業務責任者氏名、点検実施者氏名、点

検実施者が有する資格者証の写し等、その他必要な事項を総合的にまとめ

た業務計画書を作成のうえ、発注者の承諾を受けること。

（２）受注者の負担の範囲

点検に必要な工具、計測機器等の機材は、設備機器に付属して設置さ

れているものを除き、受注者の負担とする。

その他費用負担が不明確なものについては、発注者と協議の上決定す

るものとする。

（３）業務の実施

業務の実施にあたっては、既存設備又は他の物品等に損害を及ぼさな

いよう注意し、万一損害を与えた場合は直ちに発注者に報告し、その指

示に従い修復する。

また、これにかかる費用は全て受注者の負担とする。

（４）関係法令等の遵守

業務の実施に当たり、適用を受ける関係法令等を遵守し、業務の円

滑な遂行を図る。



（５）本仕様書に定めのない事項

本仕様書に定めのない事項または疑義がある場合については、発注者

と協議するものとする。

（６）守秘義務

本業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏洩してはならない。

７ 添付書類

・別紙

・別図１～６



別紙

建 物 名 受注者決定後、通知するものとする

所 在 地 兵庫県尼崎市内（詳細は受注者決定後、通知するものとする）

構 　 造 ＲＣ造 ４階建

建築面積 １８５．４３㎡

延床面積 ７４１．７２㎡

世帯用宿舎（８戸）・単身用宿舎（４戸）

（各戸にバス・トイレあり）

昇　降　機 なし

自転車置き場 １９．００㎡

消火器具 粉末ＡＢＣ消火器　１０型　８本　（各階廊下）

非常警報複合装置 露出型　４台　（各階廊下）

誘導避難口  １２箇所

２階（各室２箇所） ２０１号室、２０３号室

３階（各室２箇所） ３０１号室、３０３号室

４階（各室２箇所） ４０１号室、４０３号室

１階（各室１箇所） １０１号室、１０２号室、１０３号室

２階（各室１箇所） ２０１号室、２０２号室、２０３号室

１階（各室２箇所） ３０１号室、３０２号室、３０３号室

１階（各室３箇所） ４０１号室、４０２号室、４０３号室

履行場所等一覧

用　　途

避難器具

　 特定防火設備
　 （常時閉鎖式扉）



別図１



別図２



別図３



別図４



別図５



別図６


